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論文内容の要旨

氏名 森本敦志

専攻 総合経済政策専攻

論文題目

技術進歩と労働市場に関する研究

要旨

本論文は、技術進歩が労働市場の変化に及ぼす影響を分析することを目的としてい

る。技術進歩、とりわけ 1980年代後半以降急速に普及した情報通信技術ασ0の進歩

を主要な分析の対象とし，近年の労働需要や賃金構造の変化の要因を明らかにする。

本論文は主要な 4つの章と「はじめにJおよび「結論」で構成されている。

第 1章「技術進歩と労働市場に関する理論」では，近年の情報通信技術の急速な進

歩・普及が労働市場に及ぼす影響に関する理論や実証的先行研究をサーベイし，本論

文での実証分析における課題を提示している。 1980年代後半以降に，米国他一部の先

進国において学歴間をはじめとする労働者グループ簡の賃金格差が急速な拡大傾向を

示したが，その経済理論的説明として情報通信技術が熟練労働者と補完的であるとす

るスキル偏向的技術進歩(SBTC)仮説が有力な仮説として提示された。しかし 2000年

代に入ると格差拡大の動向が変化し，賃金分布における下位層の労働者の賃金格差拡

大は沈静化した。これに伴って理論面でも単純な SBTC仮説が改良され，業務ベースで

の情報通信技術との関連を分析するフレームワークが提示された。この理論は2003年

のTheQuarterly Journal of Econom闘に掲載されたAu:句，r，David H.， Frank Levy 

and Richard J. Murnane著.The Skill Content of Recent Technological Change: 

An Empirical Exploration"で初めて提示され rALM仮説Jと呼ばれている。主に賃金

分布の中位にいる労働者が行うと考えられる定型的業務をコンピュータが代替し，賃

金分布の上位と下位にいる労働者が行う非定型的業務は代替しないとしており，賃金

分布の『二極化仮説Jをうまく説明するものである。本章はこれらのスキル偏向的技

術進歩仮説の理論を中心に国内外の実証的論文も含めて技術進歩と労働市場に関する

文献のサーベイを行った。

第 2章『日;本における労働者の学歴間代替性Jでは，労働需要に関する重要なパラ

メータとして学歴間代替弾力性に焦点をあて，これを推定することにより海外先進各

固と日本との労働市場の違いを明らかにしている。この章では『賃金構造基本統計調

査』の 1982年から 2007年の年齢階級・勤続年数階級・学歴別の集計データを用いて，

CES生産関数から誘導された推定モデルをもとにパラメータの推定を行った.この分

析により，諸外国について分析された先行研究において示された結果と比較して，日本

の労働者の学歴間代替弾力性は非常に大きく，大卒・高卒間労働者間の代替性が非常

に高いという結果が示された。また，企業規模別にみた場合，大企業で学歴間代替弾力

性の値が大きいが，中規模企業では小さくなっていることがわかった。さらに産業別

での推計を行ったところ，製造業や建設業など~旧来型の産業では学歴間代替性の値

が非常に大きいものの，金融保険業・サービス・卸売業などの新しいサービス型産業で

は比較的値が小さくなっていることを示した。学歴聞の代替弾力性のパラメーターが

大きいということは，高学歴労働者の低学歴労働者に対する相対需要曲線の傾きが小

さいということを意味している.そして相対需要曲線の傾きが小さい場合には，高学

歴労働者の低学歴労働者に対する相対供給が増大した場合の，相対賃金を押し下げる

効果が弱くなる。にもかかわらず実際の日本の労働市場における 1980年代以降の学歴

間賃金格差は，米国・英国などのように大幅な拡大がみられていない.これらのこと

から，日本においては，技術進歩に伴う高学歴労働者への相対労働需要の増大がほと

んど起こっていないか，あるいはきわめて小さなものであったことが示唆される結果

となった。

第 3章『学歴・年齢別労働需要と技術進歩」では，技術進歩が労働需要に与える影

響を分析する上で，教育水準と年齢というこつの次元から労働力を分類し，どのよう

な属性をもっ労働力の需要が技術進歩の影響を受けているかについて実証的な分析を

行った。またこれらの労働者グループ聞の代替弾力性についても分析を行なった。本

章の分析では，まず各グループの労働者の総賃金シェア変化を，産業内での変化と産業

聞での変化に分解した。そしていずれの労働者グループについても，産業内変化の効

果が大幅に上回っていることを示した。これは高学歴労働者のシェア上昇が貿易の霞

際化などの産業構造変化で起こっているものではないとした先行研究の結果が，年齢階

層別に分割した場合でも支持されることを示した。またトランスログ費用関数を用い

た分析では，先行研究と同じく，技術進歩によって高学歴労働者に対する需要が増大す

ることを確認している。しかしながら低学歴でも高年齢の労働者に対しては，技術進

歩によってその労働需要が増大することも明らかにした。この結果は，日本において

は低学歴でも経験を積んだ労働者の場合，技術進歩に適応性が高いことを示唆してい

る。日本において学歴間賃金格差が米国やイギリスのようには拡大しなかった理由の

一つには，このように低学歴労働者の筏術進歩への適応性の高さが考えられる。また同

じ低学歴労働者でも若年労働者に対する需要は技術進歩によって減少するという結果



も示された.これらは技術進歩に対する適応性が企業内訓練によって年齢とともに上

昇することによって起こっている可能性があると述べている.また，本章では年齢聞の

代替弾力性の推計も行なっているが，その結果は，高学歴労働者内では補完的となり低

学歴労働者内では統計的に有意ではないものの，代替的であることを示唆する結果と

なった.また，若年労働者内では学歴聞で補完的であるのに対して，高年齢労働者内

の学歴聞では代替的であり，年齢別に学歴間代替弾力性が異なっていることが明らか

になったと述ベている。

第 4章 rICTの利用と企業内労働市場の変イ乞Jでは企業内での情報化とスキルに関

する調査を行ったマイクロデータを用いて，情報通信技術(ICT)の利用によって起こっ

ているスキルや業務の変化などの企業内労働市場の変化に関して実証的分析を行なっ

た。この宣言では ICTが企業特殊的スキルと補完的であるという仮説を検証している。

分析の結果.ICTと，企業内の大卒比率や平均勤続年数との問には正の相闘があるこ

とが示された。さらにICTが普及しているほど定型的業務の重要性をIσrが低下させ，

非定型的業務の重要性を ICTが高めているということが示された。また，スキルの面

からは，企業に特有の仕事の仕方や企業文化に関する知識や，社内で良好な人間関係

を築く能力の重要性について.ICTの利用が有意な正の影響を与えていることを明ら

かにした。このようなスキルは企業特殊的なスキルと考えられるので.ICTは企業特

殊的スキルと補完的な関係にあると考えられる.また.ICTが普及している企業ほど，

増員に対応する方法として中途採用を選ぶ企業が少ないことを示した。これらの結果

は.ALM仮説が述べているところのコンピューターによって代替されない非定型的業

務を遂行するために必要なスキルとして，企業特殊的スキルが重要な役割を果たして

いる可能性を示唆するものである.

最後の「結論Jでは，各章で分析した結果を要約し，それらをふまえた上での含意

を述べている。
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森本敦志氏の学位請求論文審査報告要旨

論文B'技術進歩と労働市場に関する研究』

論文内容の要旨

本論文は，技術進歩のなかでも.1980年代後半以降に急速に普及した情報通信技術(ICT)

の進歩が労働市場に与える影響について，労働需要の理論的含意を実証的に検証するとと

もに，日本における労働者グループ聞の格差が，英米等と異なる傾向を示す要因のひとつ

に，日本の企業内労働市場における技能形成システムの存在があることを示唆する結果を

得ている。

本論文は.4つの章と結論から構成されている。

第 1章『技術進歩と労働市場に関する理論j は，近年の情報通信技術の急速な進歩・普

及が労働市場に及ぼす影響に関する経済理論とそれらに基づく実証分析について圏内外の

先行研究をサーベイし，本論文の実証分析における課題として，第 Iに，技術進歩が賃金

格差に及ぼす効果を規定する要因としての学歴間代替弾力性の計調tl.第 2に.I1口が年齢

別・学歴別の労働需要に及ぼす効果の検証，そして第 3に，企業における ICTの導入が，

職場における業務と求められるスキルに及ぼす影響の検証を提示している。

第 2章「日本における労働者の学歴間代替弾力性」は，日本における学歴間賃金格差の

変動を規定する学歴間代替弾力性の計測を目的としている。 C担d姐 .dLemieuxο001)のz
段階田S生産関数モデル，およびそれを日本において適用した野呂・大竹 (2∞6)の分析

を拡張し，学歴聞ならびに年齢間のみならず，異なる勤続年数聞の労働力の不完全代替も

仮定した3段階四S生産関数モデルに基づき.1982年-2007年の厚生労働省『賃金構造基

本統計調査』の男性の集計デ}タを用いて推計している。その結果，①大卒と高卒の学歴

間代替弾カ性は，世代効果や時点効果等のモデルの定式化によらず約28と極めて高いこと，

②企業の属性別には，中小企業に比べて 1000人以上の大企業において，あるいはサービス

型産業に比べて製造業などの従来型産業において代替弾力性が高いこと，③欧米における

推計結果と比較して，日本の大卒ー高卒間の代替性は極めて高いことなどの結果を得ている固

第 3章「学歴・年齢別労働需要と技術進歩Jは，日本の労働市場における学歴別の労働

力シェアや学歴間賃金格差の動向が，年齢グループによって異なるという事実に立脚し，

労働者を年齢と学歴に区分したうえで，技術進歩が各グループの労働需要に及ぼす影響を

検証することを目的としている。まず.1980年代末から 2000年代初頭の製造業中分類別の

データに基づいて労働者グループ別の賃金シェアの変化を産業内と産業間に分解し，いず

れの労働者グループについても産業内変化の効果が高いことから，高学歴労働者のシェア

上昇は，貿易要因などを反映する産業構造の変化によって生じたものではないとした先行

研究を支持する結果を得ている。そのうえで， トランスログ費用関数を用いたアプローチ

に基づき. 1985年-1997年の『賃金構造基本統計調査』ならびに JIPデータベースによる

製造業中分類別データを用いて推計している.その結果，①先行研究と同様に，研究開発

集約度で代理される技術進歩は高学歴労働者の労働需要を増大させること，②しかしなが

ら，低学歴労働者でも 40歳以上の高年齢層については，技術進歩によってその労働需要が

増大すること，③推計された労働者聞のアレンの偏代替弾力性によると，年齢間代替弾力

性は，高学歴労働者では補完的であるのに対して，低学歴労働者では統計的に有意ではな

いものの代替的であり，学歴によらず年齢間代替弾カ性が同一であるという米国の分析と

は異なる結果などを得ている。

第4章 rl口の利用と企業内労働市場の変化Jは，技術進歩が労働需要に及ぼす影響の内

実にさらに迫るため，スキル偏向的な技術進歩が労働需要に及ぼす影響は労働者が担う業

務(タスク)の性質に応じて異なるとしたAutoret al. (2003)の理論仮説に基づき，企業の

ICT投資と業務の変化の関係を明らかにするとともに，企業内の人的資本投資の性質につい

て検証している。企業における種々の ICTの活用状況と業務内容，必要とされる知識の変

化について詳細に尋ねた事業所調査の個票データを用いた分析の結果，①情報機器使用率

や 1人当たり PC台数などで代理される ICTの利用が高いほど，定型的な仕事のウエイトが

低下する一方で非定型的な業務のウエイトが高まる傾向にあり.I1口は定型的業務を代替し，

非定型的業務を代替しないとする先行研究と整合的であること，②ICTの利用が高いほど，

企業に特有な文化や仕事の仕方，人間関係の構築の重要性が高まることから，技術進歩は，

非定型的業務のウエイトを高めるとともに，その遂行上必要なスキルとして企業特殊的ス

キルが重要な役割を果たすこと，などの知見を得ている。

最後の「結論」は，これまでの分析の要約と今後の課短について述べている。

論文審査の結果の要旨

本論文は，学歴や年齢，勤続年数などで示される熟練および未熟練労働者聞の賃金格差

の問題を取りあげ，特に.l'口を初めとする技術進歩が生産要素需要に及ぼす効果について，

労働需要モデルの含意を計量経済学的手法を用いて丁寧に分析し. 1980年代以降の賃金格

差の動向の背後にある要因を検証するとともに，諸外国における分析結果との対比によっ

て，日本の労働市場の特徴を明らかにした労作である。日本における賃金格差を巡っては，

従来，所得格差の要因分解や労働市場の「世代効果Jに関する一連の研究が存在するもの



の，本論文のように，労働需要の理論に基づいて因果的効果を検証した研究の蓄積は相対

的に乏しい。また，日本の学歴閑賃金格差は，英米などの諸外国と比べて比較的安定的に

推移してきたこともあって，技術進歩などの構造変化要因が労働需要に及ぼす効果につい

て，最新の経済理論を踏まえて分析した例は宋だ少なく，その意義は極めて高い。

本論文の主な貢献点は次の通りである。

第ーは，日本における内部労働市場の重要性を踏まえて，学歴，年齢のみならず，勤続

年数聞の不完全代替を仮定した生産関数に基づいて，学歴間代替弾力性を推計したことで

ある。その結果，日本では，諸外国に比べて大卒・高卒聞の労働者の代替性が極めて高く，

その傾向は大企業や製造業などのより密度の高い企業内訓練が行われるとされる部門にお

いて顕著であることから，企業内司l惨事が学歴聞の熟練度の格差を低下させることによって

学歴聞の代替性を高める効果を持つことを示唆する知見を得ている。

第二は，日本の労働市場における学歴別の労働力シェアや学歴間賃金格差の動向が，年

齢グループによって異なるという事実を踏まえて，熟練・未熟練労働者に関する従来の単

純な二分法を改善し，技術進歩が学歴別・年齢別の労働者グループの労働需要に及ぼす効

果を検証したことである。その結果，技術進歩は，先行研究で指摘された高学歴労働者の

みならず.40歳以上の低学歴労働者の労働需要を増大させる効果があり，日本の学歴間賃

金格差がアメリカやイギリスのように顕著に拡大しなかった要因のひとつに，企業内訓練

奇、によって技能を蓄積した低学歴労働者の技術進歩への適応性の高さがあることを示唆する

結果を得ている。

第三は，技術進歩が労働需要に与える影響をより詳細に検討するため，先行研究に示さ

れた ICTが業務の性質に及ぼす影響のみならず，求められるスキルの変化や人材育成とい

った内部労働市場の視点から実証的に検証し.ICTの利用が，定型的業務を代替し，非定型

的な業務と補完的であるとする先行研究を支持する結果を得るとともに，それが，企業特

殊的スキル，ひいては企業内訓練の重要性を高めるような効果を持つことを明らかにした

点にある。

本論文に一層望まれるのは以下の点である。

第ーは，学歴間代替弾力性の分析において.3段階 CES生産関数を推計し，諸外国と比

較して日本の大卒ー高卒聞の代替性が極めて高いことを明らかにしている。しかし，分析結

果のさらなる妥当性を高める上では，生産関数の定式化に依らない推計結果の頑健性を確

認するとともに，データの性質を考慮し，同一の定式化に基づく慎重な国際比較が望まれ

る。

第二は，分析対象の範囲を拡大した分析である。本論文で主に用いられた事業所調査は，

ノ号ートタイム労働者の学歴情報が収集されていないという制約もあって，主にフルタイム

の一般労働者を分析対象としている。しかしながら，パートタイム労働者を含むいわゆる

非正規労働者は分析期間中にほぼ一貫して増加し，近年は雇用者全体の 1β 以上を占めてお

り，今後は，世帯調査等のより広範な労働者を対象としたデータを用いて，労働市場全体

の視点から，技術進歩が労働需要に及ぼす影響について検註することが望まれる。

しかしながら，これらの点は論文提出者の今後の研究に待つべきものであり，本論文の

意義を損なうものではない。

以上を総合して，下記の審査委員は一致して本論文の提出者が博士(経済学)の学位を

授与される資格があるものと判定する。

平成 26年 3月6日

審査委員

主査 准 教 授 勇 上 和 史

教授田中康秀

教授萩原泰治

教授三谷直紀(岡山商科大学)




